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はじめに 
 

身体障害者補助犬（以下、補助犬）は、障害のある人の生活に大きな役割を果たして

います。しかし、補助犬との生活が叶ったとしても、様々な施設等で補助犬の同伴拒否

が、しばしば報告されています。 

補助犬の同伴を受け入れることは、誰もがその人らしい自立した生活を送ることのでき

る社会につながります。 

補助犬の同伴拒否に関して、人々の関心は「犬」の受け入れに注目が向きがちですが、

実際には、補助犬の同伴を受け入れることは、「犬」の受け入れを求めているのではな

く、基本的な「権利」の保障を求めているのです。つまり、補助犬を断ることは障害の

ある人自身を断ることと同じといえます。障害があることや補助犬を同伴していること

が、社会参加の壁になるようなことがあってはなりません。一方、補助犬法は、補助犬

と暮らす障害のある人（以下、補助犬ユーザー）が補助犬とともに自立した社会参加の

実現を推進していくために、犬の適切な管理という義務を補助犬ユーザーに課していま

す。これにより補助犬ユーザーの一層の社会参加を推進しようという理念があります。

いかなる施設等において、補助犬を必要とする人の権利が保障される社会が望まれます。 

補助犬の同伴拒否が多く報告されている施設には飲食店や医療機関があります。この

ような施設は保健所が関わる施設でもあることから、補助犬の同伴拒否の解消について、

保健所が果たす役割も大きいといえます。本ガイドブックでは、はじめに法律や補助犬

ユーザーの受け入れに関わる基本的な考え方、補助犬ユーザーと補助犬に関する基本情

報を説明し、後半で保健所の果たすべき役割について説明します。 

『すべての人が安心して補助犬の同伴を受け入れられる社会の創造』に向けて、保健

所による管轄施設への教育に、本ガイドブックを少しでも役立てていただければ幸いで

す。  
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誰もがその人らしい生活を送ることのできる社会をめざして 
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１．理解すべき理念と法令順守（コンプライアンス）の推進 
 

１－１．身体障害者補助犬法 

 身体障害者補助犬法（以下、補助犬法）は、補助犬ユーザーの自立と社会参加の促進

を目的とした法律です。この目的を果たすために、 

①補助犬を訓練する訓練事業者には質の高い補助犬の育成 

②社会には補助犬を同伴した障害のある人の受け入れ 

③補助犬ユーザーには補助犬の衛生・健康・行動の管理 

が義務付けられています。②について、不特定かつ多数の人が利用する施設等は補助犬

同伴の受け入れが義務化されています。 

この 3つの義務により、補助犬ユーザーも安心して社会参加でき、社会も安心して補助

犬ユーザーを受け入れられるシステムが構築されています（p. 12）。 
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１－２．障害者差別解消法 

 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（以下、障害者差別解消法）は、障

害がある人もない人も、互いに、その人らしさを認め合いながら、ともに生きる社会を

作ることを目的とした法律です。この目的を果たすために、国・地方公共団体・事業者

に対して、①「不当な差別的取扱い」の禁止、②「合理的配慮」の提供を求めています。 

 

①「不当な差別的取り扱い」の禁止 

 国・地方公共団体・事業者が、障害のある人に対して、正当な理由なく、障害のみを

理由として差別することを禁止している。 

例）レストランの予約をした時に補助犬の同伴を伝えたら、利用を拒否された。 

 

②「合理的配慮」の提供 

 国・地方公共団体・事業者に対して、障害のある人から、社会の中にあるバリアを除

くために何らかの対応を求められたときに、負担が重すぎない範囲で対応すること（事

業者に対しては、対応に努めること）を求めている。 

例）補助犬同伴での予約があったとき、補助犬が伏せられるように可能な限り足元にゆ

とりのあるスペースを案内している。 

 

 

 

 

 

 

  

ポイント！ 

補助犬の同伴拒否は単なる「犬」の拒否ではありません。法律に則り、訓練、認定、

管理のなされた「補助犬」を理由に施設等の利用を拒否することは、障害のある人の

差別にあたる行為です。これは、身体障害者補助犬法に反するとともに、障害者差別

解消法によるところの「不当な差別的取り扱い」に該当するものです。 
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１－３．法令順守（コンプライアンス）を推進する 
 

（１）補助犬ユーザーの受け入れ拒否＝法令順守上の問題 

 公共施設、公共交通機関、店舗、宿泊施設などの不特定多数の人が利用する施設では、

「補助犬を同伴する障害のある人を拒否してはならない」ことが、補助犬法で義務付け

られています。受け入れ事業者は法令順守（コンプライアンス）を推進していく上で、

「補助犬ユーザーの受け入れ拒否をしてはならない」ことを、自らのスタッフや施設関

係者はもちろんのこと、施設を利用する社会の人々に対しても周知することが大切です。 

 

（２）補助犬ユーザーの受け入れ 

＝「法令順守（コンプライアンス）」＆「共生社会の実現」 

 補助犬ユーザーの受け入れは「法令順守（コンプライアンス）」のためだけでなく、

「共生社会（障害のある人もない人も分け隔てなく暮らしていくことのできる社会）の

実現」につながる大切な行動です。「補助犬ユーザーの受け入れは当然である」という

意識がスタッフに根付いていることは、スタッフ一人ひとりが「受け入れのために何が

できるか」を考えて行動するための大切な素地となります。 

 

（３）利用者を含めた「受け入れは当然である」という意識の醸成 

 補助犬法は、「国民」にも補助犬ユーザーに対し必要な協力をするよう求めています。

つまり、国民一人ひとりの協力なくして、補助犬同伴拒否という課題は解決できません。

補助犬ユーザーの受け入れに対する受け入れ事業者の毅然とした姿勢は、施設の利用者

ひいては社会全体に「補助犬ユーザーの受け入れは当然である」という意識を醸成して

いくことになるでしょう。 
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２．補助犬ユーザーと補助犬 

 「身体障害者補助犬」（以下、補助犬）と生活する人を補助犬ユーザー（補助犬使用

者）と呼びます。補助犬とは、盲導犬、介助犬、聴導犬の総称です。補助犬は、身体障

害のある補助犬ユーザーの自立と社会参加に資するものとして、補助犬法に基づき訓

練・認定された犬です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

     盲導犬          介助犬           聴導犬 

 

 

 

２－１．補助犬ユーザー 

 補助犬ユーザーは、視覚に障害のある盲導犬ユーザー、肢体不自由のある介助犬ユー

ザー、聴覚に障害のある聴導犬ユーザーです。障害の度合いや症状は人それぞれであり、

日々の暮らしやコミュニケーション方法は個々に異なります。 

 補助犬ユーザーに共通しているのは、障がいの度合いや症状に関わらず、補助犬ユー

ザーとしての義務（補助犬の衛生・健康・行動管理）を果たせる者であるということで

す。つまり、このような義務を果たせない人は、補助犬ユーザーとして認定されないの

です。 
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（１）盲導犬ユーザー・視覚に障害のある人 

 視覚に障害のある人の見え方は、人それぞれです。全盲の人だけでなく、ある程度、

視覚を活用できるロービジョンの人もいます。盲導犬と生活する人も同様であり、全く

見えない人だけが、盲導犬と生活しているわけではありません。 

視覚に障害のある人は、障害福祉サービスの利用等によって日常生活訓練を受けるこ

とができます。そのため、単独での歩行や日常生活を続けることが可能です。 

 

（２）介助犬ユーザー・肢体不自由のある人 

 肢体不自由のある人は、障害が多岐にわたります。車椅子を使用している人だけでな

く、杖を使用している人、杖を使用していない人もいます。下肢だけに障害があり、上

肢に障害のない人もいれば、上肢にも障害があり手の筋力が弱い人もいます。障害の度

合いや症状によって、施設等に求める設備も異なります。 

 

（３）聴導犬ユーザー・聴覚に障害のある人 

聴覚に障害のある人には、音が聞こえない・聞こえづらいというだけではなく、音は

聞こえていても音が歪んで聞こえる（何を話しているか聞き取れない）という人もいま

す。また、補聴器や人工内耳の使用により、ある程度音声を聞き取ることができても、

雑音が多い場所では聞き取りづらくなる場合もあります。さらに、中途失聴の場合は、

話すことに不自由がないこともあります。 
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２－２．補助犬の役割 

【盲導犬】 

視覚に障害のある人の安全な歩行をサポートするために

訓練を受けた犬です。障害物をよける、曲がり角や段差

を知らせるなど、環境の情報を盲導犬ユーザーに伝えま

す。盲導犬ユーザーはこの情報を手掛かりに進むべき方

向を盲導犬に伝え、目的の場所まで移動します。盲導犬

の多くは、ラブラドール・レトリーバーやゴールデン・レ

トリーバー、それらのミックスなどの大型犬です。 

 

【介助犬】 

手や足等に障害のある人の日常生活動作の一部を介助す

るよう訓練された犬です。落としたものを拾って渡す、緊

急時にスマートフォンを探して持ってくる、ドアの開閉、

衣服の着脱、冷蔵庫から飲み物の取り出し、歩行介助、移

乗の補助などです。手や足等に障害のある人は、障害が

個々に異なるため、介助犬が行う作業もそれぞれ異なりま

す。介助犬は盲導犬と同様に大型犬が主ですが、大型犬で

はない介助犬が実働している場合もあります。 

 

【聴導犬】 

聴覚に障害のある人に必要な音のいくつかを知らせるよう

に訓練を受けた犬です。必要な音は聴導犬ユーザーによって

異なります。例えば、室内ではファックスやインターフォン、

調理器具の鳴る音、屋外ではクラクションや自転車のベル、

名前を呼ぶ声、火災報知器などがあります。また、聴覚に障

害のある人は、周りに障害があることを認識してもらいにく

いことがありますが、聴導犬の存在により、周りの人に聴覚

に障害があることを理解してもらうことができます。それに

より緊急時などに他者の支援を受けやすくなるという二次

的な効果もあります。聴導犬は小型犬から大型犬まで、様々

な大きさ、そして、様々な犬種がいます。 
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２－３．補助犬に関わる認定 

 社会の人々が補助犬を安心して受け入れられるよう、補助犬の安全と安心は多面的に

守られています。以下は、補助犬の安全と安心がどのように担保されているかを説明す

るものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【書類の携帯の義務】 

補助犬ユーザーは、A. 身体障害者補助犬認定証（盲導犬使用者証）と B.身体障害者補

助犬健康管理手帳を所持し、関係者の請求があるときは、これを提示しなければなりま

せん（p.13,14参照）。これらは、厚生労働省令で定められた書類であり、補助犬が法律

に基づいて訓練・認定され、補助犬が公衆衛生上の危害を生じさせるおそれがない旨を

明示するものです。 

 

【表示の義務】 

補助犬には、補助犬であることを記す表示を補助犬の胴体に見やすいようにつけなけれ

ばなりません（p.15参照）。この表示により、ペットと一目で区別することができます。

また、補助犬が何らかの問題を起こした際には、その表示に記載されている補助犬の認

定を行った指定法人に連絡することが可能です。 

認定 

社会で他人に迷惑をおよぼさな

い、その他適切な行動をとること

ができる 

補助犬の衛生・健康・行動を

適切に管理できる 

ポイント！ 

犬も人も審査・認定されています 
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A. 身体障害者補助犬認定証（盲導犬使用者証） 

 

身体障害者補助犬認定証（写真提供：社会福祉法人日本介助犬協会） 

 

 

                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

盲導犬使用者証 （写真提供：公益財団法人日本盲導犬協会） 

 

 

 

  

ポイント！ 

補助犬の同伴を受け入れる際に、書類の提示を求めることは失礼に当たりませ

ん。書類を提示できない場合、国が指定した補助犬の法人以外の組織が独自に発

行した証明書を提示された場合は、法令上、受け入れの義務はありません。 
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B. 身体障害者補助犬健康管理手帳 
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C. 補助犬の表示 

 

１．表示例（介助犬） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（写真提供：社会福祉法人日本介助犬協会） 

 

２．表示例（盲導犬）／ハーネスの形／ハーネスバック 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                    ハーネスバッグ 

 

 

 

 

 

 

 

  上：バーハンドル  下：U字ハンドル 

（写真提供：公益財団法人日本盲導犬協会）  
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２－４．補助犬と社会のかかわり 

 

（１）補助犬の衛生管理 

 施設等で安心して補助犬ユーザーを受け入れる上で、大切なことは犬の健康と衛生状

態、さらに行動の管理です。犬は感染症に関する予防・管理方法が確立している動物で

す。さらに、適切に訓練され、行動を管理されている補助犬は、感染症のリスクを高め

る行動をとることはありません。 
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（２）犬に対する不安（アレルギー／恐怖）のある人への対応 

補助犬同伴の拒否事例として、「犬アレルギーがある（犬が怖い）利用客がいるかも

しれない」といわれることがあります。 

 犬アレルギーの原因はおもにフケと唾液ということが分かっています。そのため、補

助犬は、特にフケや唾液のついた毛の飛散が少なくなるように、補助犬ユーザーがこま

めに衛生管理をし、周囲に迷惑をかけないように気をつけています。 

しかしながら、アレルギーのある人にとっては犬が清潔か否かにかかわらず、犬の存

在そのものが精神的に負担となることが考えられます。そのため、補助犬ユーザーも、

アレルギーがある人への配慮としてアレルギー症状の心配がないように、可能な限り近

くの席になることがないようにと考えています。犬アレルギーのある利用客がいた場合、

スタッフが、補助犬ユーザーと犬アレルギーがある双方の利用客が可能な範囲で距離を

とれるよう配慮をすることで、双方に安心してご利用いただくことができるでしょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

犬が怖い人に対しても、対応はアレルギーのある人と同様です。「怖い」という感情

は自然に湧いてくるものですし、補助犬ユーザーにとっても心配ですので、可能な範囲

で距離をとれるよう配慮することが、双方にとって適切な対応となります。 

 次頁は、犬アレルギーや犬が怖い人などへの声かけの例です。 

         

施設の設備や物をむやみ
に舐めたり、咥えたりしな
いように訓練および管理さ
れているため、唾液が人に
つく心配はありません。 

毎日のブラッシングと定期
的なシャンプーを行ってお
り、毛にホコリが溜まって
いたり、毛が舞うようなこ
とのないよう管理されて
います。 

配慮としてマナーコートや
大きなケープを着せること
もあります。 

お薬の投与により、ノミ・
ダニが体につかないよう
健康管理が徹底されて
います。 
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（３）ペットとの見分け方 

 補助犬と補助犬ユーザーは、一般のペットと飼い主とは異なります。補助犬は、胴体

の見やすいところに p. 15のような表示をつけることが義務付けられています。また、

盲導犬は白または黄色のハーネス（胴輪, p.15）をつけていることで、見分けることも

できます。 

 

（４）補助犬以外の役割を持つ犬との区別 

 社会で働く犬の中には、補助犬の他に病院や高齢者施設で働くセラピー犬などもいま

す。また、海外では、日本の身体障害者補助犬法のもとでは補助犬として認められてい

ない種類の犬（サービスドッグまたはアシスタンスドッグ）が、障害のある人のサポー

トをしている例があります（精神障害、情緒障害、アレルギー障害など）。しかし、こ

れらはいずれも身体障害者補助犬法における補助犬には含まれず、施設等の利用におい

ては「ペット」と同様に扱われます。しつけが行き届いた犬であっても、法律上は同伴

が認められた犬ではないため、補助犬と混同しないよう注意が必要です。 

 

  

～犬アレルギーのある人／犬が怖い人がいた場合の声かけ（例）～ 

補助犬ユーザーに対して 

「犬アレルギーがある（犬が怖い）とのことでしたので、少しお席を離させていただき

ました」 

「犬アレルギーのある（犬が怖い）方からお申し出がありました、お互いに少し距離を

取るために、あちらの席にご移動いただいてもよろしいでしょうか」 

 

アレルギーのある（犬が怖い）方に対して 

「離れたお席（場所）をご案内しますので、安心してご利用ください」 

「お互いに距離を取るために、あちらの席にご移動いただいてもよろしいでしょうか」 
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（５）海外で育成された補助犬 

 日本では、身体障害者補助犬法に基づき認定された補助犬と補助犬ユーザーは施設等

の利用が認められています。他方、海外で育成、訓練された補助犬と補助犬ユーザーは

この法律の対象となりません。そのような海外から補助犬を伴って来日した補助犬ユー

ザーが、日本に滞在する間、安心して過ごすことができるよう、海外の連合会所属の訓

練事業者による訓練が行われており、日本の基準と同等と認められる場合は、日本の補

助犬の認定団体より「期間限定証明書」が発行されています（下図）。これは海外の補

助犬が日本の補助犬と同様の扱いとなるための仮免のような制度です。 

証明書発行の対象となる補助犬は、盲導犬（Guide Dog）、介助犬(Mobility Service 

Dog)、聴導犬（Hearing Dog）の 3種です。前述した身体障害以外の障害をサポートす

るサービスドッグは、証明書発行の対象となりません。例えば、精神障害をサポートす

る犬（Psychiatric Service Dog）、エモーショナルサポートドッグ（Emotional Support 

Dog）、アラート犬（Alert Dog）、セラピー犬（Therapy Dog）などは、日本では施設等

の利用において、ペットと同様に扱われます。 

 

期間限定証明書 

 

 

 

 

 

 

 

＜参考＞厚生労働省ポータルサイト（海外からの補助犬ユーザーへの案内） 

“Assistance Dogs for Persons with Physical Disabilities” Portal Site 

 https://www.mhlw.go.jp/english/policy/care-welfare/welfare-

disabilities/assistance_dogs/index.html 

 

  

ポイント！ 

海外には、補助犬法のような補助犬とユーザーの認定制度がない国があります。そのような

国では、補助犬とユーザーの質が必ずしも保証されているわけではないため、日本への入国

に際して、その質を保証するためにも期間限定証明書の発行が大切です。 
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（６）さまざまな名称で表される犬 

 アシスタンス・アニマル（Assistance Animal）、アシスタンス・ドッグ（Assistance 

Dog）、サービス・アニマル（Service Animal）、サービス・ドッグ（Service Dog）、サ

ポート・アニマル（Support Animal）、サポート・ドッグ（Support Dog）、エモーショ

ナル・サポート・アニマル（Emotional Support Animal）、コンフォート・ドッグ（Comfort 

Dog）、、、。英語では、障害のある人をサポートするための動物を表す複数の単語があり

ます。これらの単語は、国や法律、団体によって使われ方がバラバラです。 

正しい身体障害者補助犬の知識がないと、それらしい名称を言われると、補助犬だと

勘違いして、受け入れてしまうかもしれません。海外からの補助犬ユーザーを受け入れ

る際は、期間限定証明書の有無で判断すると間違いがないでしょう。 

 

（７）合同訓練（共同訓練）中の補助犬候補犬の受け入れ 

 合同訓練（共同訓練）とは、認定を受ける前に行う、補助犬を伴って実際に日常生活

を送るための訓練です。この段階は、訓練の最終段階であり、補助犬に求められる基礎

的な訓練は完了しています。この状態の犬はまだ認定前であるため、正式には補助犬と

補助犬ユーザーとしては認められていません。ただし、この時期の訓練は訓練事業者が

補助犬ユーザーの指導を行っています。訓練最終段階の宿泊施設での訓練は、補助犬と

同様に受け入れるという柔軟な対応ができると良いでしょう。 

 

（８）新型コロナウイルスによる影響 

2019 年に発生した新型コロナウイルス感染症は、補助犬ユーザーの生活にも大きな

影響を与えています。 

犬の新型コロナウイルスへの感染も報告されていますが、その症例は人と比べると極

めてわずかです（アメリカ国内での犬への感染数は合計 16例（2021年 2月時点：米農

水省, 2021*））。現在の知見では、犬が人への新型コロナウイルスの感染源になるリス

クは低いと考えられています（米国疾病予防管理センター, 2021**）。また、新型コロナ

ウイルスが犬から人に感染したという事例はありません。 

 

これらの情報をふまえて、以下の点にご配慮願います。 

 補助犬ユーザーは、コロナ禍で他者からの声かけやサポートが減っています。コロ

ナ感染予防に配慮しながらの声かけや援助をお願いします。 

 感染を心配するあまり、根拠なく補助犬同伴の受け入れを拒まないようお願いしま

す。 
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 基本の感染対策を行い、他の利用者と同様に補助犬ユーザーの受け入れをお願いし

ます。 

* U.S. Department of Agriculture (2021) 

Cases of SARS-CoV-2 in Animals in the United States.  

https://www.aphis.usda.gov/aphis/ourfocus/animalhealth/sa_one_health/sars-

cov-2-animals-us 

** Centers for Disease Control and Prevention (2021) 

COVID-19  Frequently Asked Questions  Pets and Animals 

https://www.cdc.gov/coronavirus/2019-ncov/faq.html#Pets-and-Animals  
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（９）補助犬の同伴の範囲についての考え方 

 補助犬の同伴について、「どの範囲まで同伴が可能なのか？」と疑問の声がよく聞か

れます。医療機関や飲食店への補助犬ユーザーの受け入れが義務付けられているために、

これらの施設では「どこでも」補助犬を同伴できるかというと、必ずしもそういうわけ

ではありません。 

補助犬の同伴については、「一般の人が制限なく利用できる場所は、基本的に補助犬

の同伴を受け入れるものだ」と考えると良いでしょう。以下は、補助犬の同伴に制限が

設けられることが妥当であるとみなされる場所の例です。 

 病院の手術室や集中治療室など、一般の人の立ち入りが制限されている区域 

 病院でガウンテクニックを要するような区域 

 飲食店の厨房 

 食品を取り扱う工場などの工場見学のうち、見学者に白衣や帽子などの着用や

エアーシャワー室を通るなど、特別な対応を求める区域※ 

 

※ 食品を取り扱う工場見学でも、下図のように見学者に特別な対応を求めないよ

うな見学コースの場合は、補助犬の同伴を受け入れることが基本です。 
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３．施設等への補助犬ユーザーの受け入れの促進 

 

 「はじめに」に述べたように、補助犬の同伴を受け入れるということは、障害のある

人の「権利」を保障することに他なりません。ただ、補助犬ユーザーはむやみに「権利」

を主張しているわけではありません。社会で他者に迷惑を及ぼさないよう、補助犬と補

助犬ユーザーの両方が審査・認定された上で、身体障害者補助犬法により施設等の利用

が認められています。 

とはいえ、やはり補助犬も「犬」であることに変わりありません。飲食店、医療機関、

宿泊施設などの受け入れ事業者では、補助犬ユーザーはもちろんのこと、他の利用者へ

の配慮も求められ、多くの不安を抱えていると考えられます。業種別の補助犬ユーザー

受け入れガイドブック（p.31）には、受け入れに向けた具体的な工夫や配慮を事例とと

もに紹介しています。管轄する施設等において、補助犬ユーザーの受け入れ拒否を防ぐ

ためガイドブックをご活用ください。具体的な対応方法や事例を紹介することで、受け

入れ事業者の不安の多くは取り除くことができるでしょう。 

 

 

 

 

 

     

ポイント！ 

不安がある場合は、利用を断るという方法を選ぶのではなく、その不安を補助犬ユ

ーザーに伝えて解決策を一緒に考えるという姿勢を持つことが大切であることを、

管轄する施設に伝えましょう。不安を明確にした上で、ユーザーと施設が話し合

い、円満に解決策を見いだしたケースも多くあります。 
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３－１．保健所の役割：管轄する施設の教育 

保健所が管轄する飲食店や医療機関、宿泊施設などでは、いまだに受け入れ拒否が報

告されています。拒否の理由はさまざまですが、飲食店における補助犬の同伴の拒否事

例では、「保健所からの指導で犬は店内に入ることができない」と答えるケースも目立

っています。食品衛生法及び同法に基づいて各自治体が定める条例において、補助犬が

飲食店に入ってはいけないということは明記されていません。しかし、作業場内（厨房）

に動物を入れないことが条例に記載してあるために、店自体に動物を入れてはいけない

と誤解しているケースがあるようです。実際には、この条例は客席への補助犬の同伴を

禁止するものではありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤解や情報不足が原因で補助犬ユーザーの施設等の利用が拒否されることのないよ

う、保健所による管轄施設への周知が求められます。 
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（１）周知の方法 

 管轄施設への周知で効果的なのは、管轄する施設等に向けた講習会などでの情報提供

です（例：食品衛生責任者実務講習会、新規営業許可取得者への講習会など）。周知の

方法として、以下のようなものがあります。 

 講習会で使用するテキストに補助犬に関する資料を記載する 

 補助犬の同伴に関する資料（ハンドブックやステッカーなど）を配布する 

 口頭で説明する 

 過去の事案や対応等を紹介する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）周知の内容 

 講習会等では、最低限以下のポイントを説明しましょう。 

 障害のある人をサポートする「補助犬」という存在がいること 

 補助犬の施設等への同伴が法律で認められていること 

 飲食店や医療機関を含む不特定多数の者が利用する施設等では受け入れが法

律により義務付けられていること 

 

 令和元年度に全国の保健所を対象に補助犬の同伴受け入れについて調査を実施しま

した。保健所が、飲食店や医療機関などの受け入れ事業者から受けた相談には、「補助

犬への対応」「衛生面への不安」「他の利用者への説明」等がありました。これらの内容

は、業種別のガイドブック（p.31）にて詳しく説明しています。講習会等で質問があが

った際は、ガイドブックをご案内ください。  
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（３）周知資料 

周知資料には、以下のようなものがあります。 

 ハンドブック 

「厚生労働省リーフレット「もっと知ってほじょ犬」（参考資料１, p.30）」は、

補助犬や補助犬ユーザー、補助犬法についてまとめてあるハンドブックです。口

頭で説明するだけではなく、あらかじめ準備した資料をお渡しすることで、大切

な情報を漏れなくお伝えすることができます。 

 

 補助犬ユーザー受け入れガイドブック 

ガイドブック（参考資料２, p.31）は、業種別※に作成されています。具体的な

対応事例や補助犬ユーザーの接遇について詳しく説明しています。管轄する施

設に該当するガイドブックの周知をお願いします。 

※利用可能な業種…飲食店、医療機関、宿泊施設、複合商業施設、公共交通機関、

賃貸住宅・分譲マンション 

 

 補助犬ユーザー受け入れパンフレット 

パンフレット（参考資料３, p.33）は、上述したガイドブックの要約版です。パ

ンフレットも業種別に作成されています。ダウンロードして配布していただけ

ます。 

 

 補助犬ユーザー受け入れパンフレット（多言語版） 

パンフレット（多言語版）は、複数カ国語※に翻訳されたパンフレットです。ダ

ウンロードして配布していただけます（参考資料４, p.35）。 

※利用可能な言語…英語、中国語（簡体字、繁体字）、韓国語、ベトナム語 
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 動画 

以下の動画は、飲食店、医療機関、宿泊施設を含むさまざまな施設等への補助犬

ユーザーの受け入れの様子をまとめたものです。施設内の研修会や勉強会でご

活用ください。 

 

動画「まずは受け入れてみませんか？～補助犬使用者の受け入れ方」（事業者用） 

（日本補助犬情報センター監修・24 時間テレビチャリティー委員会制作著作） 

 

URL：https://www.youtube.com/watch?v=AD8u7d_tszk&feature=youtu.be 

QR コード 

 

 

 

 

 啓発ステッカー 

「補助犬啓発ステッカー」（下図）は、補助犬法に基づき補助犬の同伴を積極的

に受け入れていることを示すステッカーです。本来、補助犬ユーザーは一般の人

が利用できる場所はどこでも利用可能ですが、このようなステッカーがあるこ

とで他の施設の利用者にも補助犬の同伴を周知することにつながります。 
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３－２．保健所の役割：自治体との連携 

 補助犬に関する質問や相談の窓口は、主に地方自治体の障害者支援の担当部署が担っ

ています。しかし、生じてしまった受け入れ拒否の改善に対して、保健所はとても重要

な役割を果たします。 

厚生労働省令和元年度障害者総合福祉推進事業「身体障害者補助犬の普及・啓発のあ

り方に関する調査研究」では、補助犬ユーザーの受け入れ拒否をなくし、障害のある人

の自立を促す補助犬の使用を拡大するために、自治体が果たすべき役割をまとめていま

す。この中で、「補助犬の使用の普及・啓発の実施にあたっては、補助犬の担当部署だ

けではなく、障害福祉サービス等の担当部署、障害者差別解消の担当部署、飲食店・医

療機関・公共交通機関等、法律上受け入れ義務がある業の所管部署等、障害当事者の社

会生活に関わる幅広い分野で、この情報を共有することが必要」と述べられています。

つまり、保健所も管轄する施設等で補助犬の同伴について受け入れ拒否が生じた場合、

補助犬の担当部署と連携して問題を解決することが望まれます。 

飲食店や宿泊施設などで補助犬同伴の受け入れ拒否が生じた場合、その施設を管轄す

る保健所から施設に対して情報提供をしたことで、受け入れが改善されるケースもあり

ます。特に、前項に示したような食品衛生法に関する誤解が、補助犬同伴の拒否につな

がっている例もみられます。補助犬同伴の受け入れに関する問い合わせがあった場合は、

補助犬の担当部署に回すだけではなく、ともに解決を図るようお願いします。 

 

  

等に 
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■ 保健所の働きかけ：拒否発生時の対応 

 以下は、補助犬ユーザーの受け入れ拒否発生時の保健所による対応の実例です。保健

所による単独の指導、もしくは、補助犬の担当部署との連携により拒否が改善していま

す。 

 

 営業者に対して法令に基づき補助犬を同伴する利用者の入店拒否をしないよう説

明した。 

 当該飲食店に補助犬法について説明し、補助犬の啓発ステッカーの貼付について

協力を求めた。 

 当該飲食店に対して保健所は補助犬同伴の飲食店利用を避けるよう指導していな

いことを説明した。 

 当該飲食店に対して補助犬とペットの違い、補助犬の同伴について法律で義務化

されていることを伝え、今後の取扱いについて指導した。 

 病院と受け入れについて協議した。 

 実地にて補助犬法について指導および助言をした。 

 営業者に対して補助犬法について説明の上、他の従業員にも周知するよう指導し

理解を得た。 

 保健所の食品衛生担当者と動物愛護担当者が合同で当該飲食店へ行き、営業者に

拒否発生時の状況を確認した。補助犬法を説明し今後の改善を求めた。 

 複合商業施設内の飲食店での拒否事例について、当該飲食店の責任者及び複合商

業施設の担当者に状況の確認をした。施設担当者は法律を理解していたが、個々

の店員への周知が不十分であったことが原因と考えられたため、再度、法律の説

明と関係者への周知を指導するとともに、施設内店舗への周知に活用できるよう

厚生労働省作成のハンドブックを提供した。 

 スポーツ施設での拒否事例について、事実を確認し、スタッフへの周知を依頼し

た。 
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参考資料 
 

１．周知資料（厚生労働省リーフレット「もっと知ってほじょ犬」） 

 

 ポケットサイズのハンドブックです。都道府県・政令指定都市・中核市の身体障害者

補助犬法担当窓口（p.37）で入手可能です。また、以下の URL・QRコードより、データ

をダウンロードすることができます。 

 

厚生労働省ホームページ： 

ホーム > 政策について > 分野別の政策一覧 > 福祉・介護 > 障害者福祉 > 身体障害

者補助犬 > ５広報物等  

 

URL： https://www.mhlw.go.jp/content/000636237.pdf 

 

QR コード：  

 

 

 

 

 

  

https://www.mhlw.go.jp/content/000636237.pdf
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２．補助犬ユーザー受け入れガイドブック（業種別） 

 

医療機関編 https://www.jssdr.net/pdf/guidebook-medical.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

飲食店編 https://www.jssdr.net/pdf/guidebook-food.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共交通機関編 https://www.jssdr.net/pdf/guidebook-traffic.pdf 
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宿泊施設編 https://www.jssdr.net/pdf/guidebook-stay.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

賃貸住宅・分譲マンション編 https://www.jssdr.net/pdf/guidebook-rent.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

複合商業施設編 https://www.jssdr.net/pdf/guidebook-commercial.pdf 
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３．補助犬ユーザー受け入れパンフレット（業種別）  

 
医療機関編 https://www.jssdr.net/pdf/pamphlet-medical.pdf 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
飲食店編 https://www.jssdr.net/pdf/pamphlet-food.pdf 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公共交通機関編 https://www.jssdr.net/pdf/pamphlet-traffic.pdf 
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宿泊施設編 https://www.jssdr.net/pdf/pamphlet-stay.pdf 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

賃貸住宅・分譲マンション編 https://www.jssdr.net/pdf/pamphlet-rent.pdf 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

複合商業施設編 https://www.jssdr.net/pdf/pamphlet-commercial.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保健所編 https://www.jssdr.net/pdf/pamphlet-health.pdf 
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４．補助犬ユーザー受け入れパンフレット（多言語版）  

 

英語 https://www.jssdr.net/pdf/mult-english.pdf     

                       

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 韓国語 https://www.jssdr.net/pdf/mult-korea.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
中国語（繁体字） https://www.jssdr.net/pdf/mult-hantai.pdf      
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中国語（簡体字） https://www.jssdr.net/pdf/mult-kantai.pdf 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

ベトナム版 https://www.jssdr.net/pdf/mult-vietnam.pdf 
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５．身体障害者補助犬法担当窓口 

   



38 
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厚生労働省ホームページ： 

ホーム > 政策について > 分野別の政策一覧 > 福祉・介護 > 障害者福祉 > 身体障害

者補助犬 > １身体障害者補助犬情報  

 

URL： https://www.mhlw.go.jp/content/000465967.pdf 
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６．団体リスト 

 

団体名 所在地 HP／電話番号 

特定非営利活動法人日本

補助犬情報センター  
 https://www.jsdrc.jp/ 

認定特定非営利活動法人

全国盲導犬施設連合会 

〒162-0065  

東京都新宿区住吉町５−１ 

吉村ビル 

http://www.gd-rengokai.jp/ 

03-5367-9770 

一般社団法人日本身体障

害者補助犬学会 

〒669-1535 兵庫県三田市南

が丘 2 丁目 6-12 株式会社ス

イッチオンサービス内 

http://www.jssdr.net/ 

079-555-6117 

 

 

７．参考・引用文献 

 

■ 身体障害者補助犬受け入れ等相談対応マニュアル. 特定非営利活動法人日本介助犬

アカデミー（現・日本補助犬情報センター）. 

■ 身体障害者補助犬使用者の効果的な普及・啓発活動のあり方ガイドブック～補助犬

使用者の受入拒否をなくし、障害者の自立を促す補助犬の使用を拡大するために自

治体が果たすべき役割～. 社会システム株式会社. 厚生労働省令和元年度障害者総

合福祉推進事業「身体障害者補助犬の普及・啓発のあり方に関する調査研究」. 
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８．関係法令 
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※この手引きは、厚生労働科学研究「身体障害者補助犬の質の確保と受け入れを促進す

るための研究」（2019 年度～2020年度 課題番号：19-GC2-001）の成果物としてまとめ

たものです。 

 

 

※この手引きは、クリエイティブ・コモンズ（CC BY-NC-ND 表示－非営利－改変禁止 ）

ライセンスの下でライセンスされています。 

https://creativecommons.jp/licenses/ 

 

 

イラスト：NPO法人 MAMIE 
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